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令和７年６月市議会定例会議案目録 

 

議 案 番 号 件        名 関 係 部 等 頁 

議案第３０号 専決処分の承認を求めることについて 財 務 部 １ 

議案第３１号 専決処分の承認を求めることについて 健康づくり部 ４ 

議案第３２号 令和７年度木更津市一般会計補正予算（第２号） 財 務 部 別冊 

議案第３３号 
木更津市固定資産評価審査委員会委員の選任につい

て 
総 務 部 ６ 

議案第３４号 人権擁護委員候補者の推薦について 総 務 部 ７ 

議案第３５号 人権擁護委員候補者の推薦について 総 務 部 ８ 

議案第３６号 人権擁護委員候補者の推薦について 総 務 部 ９ 

議案第３７号 
木更津市駐車場の設置及び管理に関する条例を廃止

する条例の制定について 
都 市 整 備 部 １０ 

議案第３８号 
特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に

関する条例の一部を改正する条例の制定について 
総 務 部 １１ 

議案第３９号 

木更津市職員の育児休業等に関する条例及び木更津

市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一

部を改正する条例の制定について 

総 務 部 １３ 

議案第４０号 
木更津市税条例の一部を改正する条例の制定につい

て 
財 務 部 １８ 

議案第４１号 
木更津市自転車駐車場の設置及び管理に関する条例

の一部を改正する条例の制定について 
市 民 協 働 部 ２３ 

議案第４２号 
木更津市金田地域交流センターの設置及び管理に関

する条例の一部を改正する条例の制定について 
市 民 協 働 部 ２４ 

議案第４３号 
原子力発電所の事故に起因する損害に対する和解に

ついて 
環 境 部 ３６ 



 

議案第４４号 工事請負変更契約の締結について 資 産 管 理 部 ３７ 

議案第４５号 工事請負変更契約の締結について 消 防 本 部 ３８ 

議案第４６号 市道路線の認定について 都 市 整 備 部 ３９ 

 



議案第３０号 

   専決処分の承認を求めることについて 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別紙のとおり専決処

分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、承認を求める。 

  令和７年５月２９日提出 

木更津市長  渡 辺  芳 邦   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 地方税法及び地方税法等の一部を改正する法律の一部を改正する法律（令和７年法律第７号）

の施行に伴い、木更津市税条例（昭和３６年木更津市条例第４４号）の一部を改正する必要が生

じ、特に緊急を要するため議会を招集する時間的余裕がないことが明らかであると認めたため、

同条例の一部を改正する条例を令和７年３月３１日に専決処分したので報告し、承認を求めよう

とするものである。 
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専決第１１号 

木更津市税条例の一部を改正する条例の制定について 

木更津市税条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

令和７年３月３１日専決処分 

                 木更津市長  渡 辺  芳 邦   

木更津市条例第１６号 

木更津市税条例の一部を改正する条例 

木更津市税条例（昭和３６年木更津市条例第４４号）の一部を次のように改正する。 

第８２条第１号ア中「エ」を「ウ及びオ」に改め、同号イ中「又は」を「（ウに掲げるものを 

除く。）又は」に改め、同号エを同号オとし、同号ウ中「又は」を「（ウに掲げるものを除く。）

又は」に改め、同号ウを同号エとし、同号イの次に次のように加える。 

ウ ２輪のもので、総排気量が０．１２５リットル以下かつ最高出力が４．０キロワット以

下のもの 年額 ２，０００円 

第８９条第２項第５号中「定格出力」の次に「（第８２条第１号ウに掲げる原動機付自転車に

あつては、原動機の総排気量及び最高出力）」を加える。 

第９０条第２項中「身体障害者又は」を「身体障害者若しくは」に、「を提示する」を「又は

これらの者の特定免許情報（同法第９５条の２第２項に規定する特定免許情報をいう。次項にお

いて同じ。）が記録された免許情報記録個人番号カード（同法第９５条の２第４項に規定する免

許情報記録個人番号カードをいう。次項において同じ。）を提示する」に改め、同項第５号中「

の番号、交付年月日及び」を「又は道路交通法第９５条の２第２項第１号に規定する免許情報記

録（以下この号において「免許情報記録」という。）の番号、運転免許の年月日、運転免許証又

は免許情報記録の」に改め、同条中第５項を第６項とし、第４項を第５項とし、第３項を第４項

とし、第２項の次に次の１項を加える。 

３ 前項の場合において、免許情報記録個人番号カードを提示したときは、当該免許情報記録個

人番号カードに記録された特定免許情報を確認するために必要な措置を受けなければならない。 

附則第８条の２第２３項中「附則第１５条第３７項」を「附則第１５条第３６項」に改め、同 

条第２４項中「附則第１５条第３８項」を「附則第１５条第３７項」に改め、同条第２５項中「 

附則第１５条第４１項」を「附則第１５条第４０項」に改め、同条第２６項中「附則第１５条第

４２項」を「附則第１５条第４１項」に改める。 
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附則第８条の３中第１４項を第１５項とし、第１３項を第１４項とし、第１２項の次に次の１

項を加える。 

１３ 市長は、法附則第１５条の９の３第１項に規定する特定マンションに係る区分所有に係る

家屋については、前項の申告書の提出がなかつた場合においても、マンションの管理の適正化

の推進に関する法律（平成１２年法律第１４９号）第５条の２第１項に規定する管理組合の管

理者等から法附則第１５条の９の３第２項に規定する期間内に施行規則附則第７条第１７項各

号に掲げる書類の提出がされ、かつ、当該特定マンションが法附則第１５条の９の３第１項に

規定する要件に該当すると認められるときは、前項の規定にかかわらず、同条第１項の規定を

適用することができる。 

附則第２２条中「第３４項まで、第３７項、第３８項、第４２項若しくは第４５項」を「第３

３項まで、第３６項、第３７項、第４１項若しくは第４４項」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第２条 この条例による改正後の木更津市税条例（以下「新条例」という。）の規定中固定資産

税に関する部分は、令和７年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令和６年度分まで

の固定資産税については、なお従前の例による。 

（軽自動車税に関する経過措置） 

第３条 新条例第８２条（第１号に係る部分に限る。）の規定は、令和７年度以後の年度分の軽

自動車税の種別割について適用し、令和６年度分までの軽自動車税の種別割については、なお

従前の例による。 

 （都市計画税に関する経過措置） 

第４条 新条例の規定中都市計画税に関する部分は、令和７年度以後の年度分の都市計画税につ

いて適用し、令和６年度分までの都市計画税については、なお従前の例による。 
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議案第３１号 

   専決処分の承認を求めることについて 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別紙のとおり専決処

分したので、同条第３条の規定によりこれを報告し、承認を求める。 

  令和７年５月２９日提出 

                          木更津市長  渡 辺  芳 邦   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 地方税法施行令及び国有資産等所在市町村交付金法施行令の一部を改正する政令（令和７年政

令第１１９号）の施行に伴い、木更津市国民健康保険税条例（昭和５０年木更津市条例第２８号）

の一部を改正する必要が生じ、特に緊急を要するため議会を招集する時間的余裕がないことが明

らかであると認めたため、同条例の一部を改正する条例を令和７年３月３１日に専決処分したの

で報告し、承認を求めようとするものである。 
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専決第１３号 

   木更津市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定について 

 木更津市国民健康保険税条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

  令和７年３月３１日専決処分 

                          木更津市長  渡 辺  芳 邦   

木更津市条例第１７号 

   木更津市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 木更津市国民健康保険税条例（昭和５０年木更津市条例第２８号）の一部を次のように改正す

る。 

 第３条第２項ただし書中「６５万円」を「６６万円」に改め、同条第３項ただし書中「２４万

円」を「２６万円」に改める。 

 第２３条第１項中「６５万円」を「６６万円」に、「２４万円」を「２６万円」に改め、同項

第２号中「２９万５千円」を「３０万５千円」に改め、同項第３号中「５４万５千円」を「５６

万円」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 （適用区分） 

２ この条例による改正後の木更津市国民健康保険税条例の規定は、令和７年度以後の年度分の

国民健康保険税について適用し、令和６年度分までの国民健康保険税については、なお従前の

例による。 
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議案第３３号 

   木更津市固定資産評価審査委員会委員の選任について 

 木更津市固定資産評価審査委員会の委員に次の者を選任したいので、地方税法（昭和２５年法

律第２２６号）第４２３条第３項の規定により、議会の同意を求める。 

住              所 氏   名 生 年 月 日 

□□□□□□□□□□ 齊 藤  英 一 □□□□□□□□□□ 

令和７年５月２９日提出  

木更津市長  渡 辺  芳 邦 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

木更津市固定資産評価審査委員会委員齊藤英一氏の任期満了に伴い、同氏を再度選任しようと

するものである。 
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議案第３４号 

   人権擁護委員候補者の推薦について 

 人権擁護委員の候補者として次の者を推薦したいので、人権擁護委員法（昭和２４年法律第１

３９号）第６条第３項の規定により、議会の意見を求める。 

住              所 氏   名 生 年 月 日 

□□□□□□□□□□ 藤 森  けい子 □□□□□□□□□□ 

令和７年５月２９日提出 

                          木更津市長  渡 辺  芳 邦   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

木更津市区域の人権擁護委員藤森けい子氏の任期満了に伴い、委員候補者の推薦依頼があった

ので、同氏を再度委員の候補者として法務大臣に対して推薦するため、議会の意見を求めるもの

である。 
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議案第３５号 

   人権擁護委員候補者の推薦について 

 人権擁護委員の候補者として次の者を推薦したいので、人権擁護委員法（昭和２４年法律第１

３９号）第６条第３項の規定により、議会の意見を求める。 

住              所 氏   名 生 年 月 日 

□□□□□□□□□□ 佐久間   克 美 □□□□□□□□□□ 

令和７年５月２９日提出 

                          木更津市長  渡 辺  芳 邦   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

木更津市区域の人権擁護委員佐久間克美氏の任期満了に伴い、委員候補者の推薦依頼があった

ので、同氏を再度委員の候補者として法務大臣に対して推薦するため、議会の意見を求めるもの

である。 
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議案第３６号 

   人権擁護委員候補者の推薦について 

 人権擁護委員の候補者として次の者を推薦したいので、人権擁護委員法（昭和２４年法律第１

３９号）第６条第３項の規定により、議会の意見を求める。 

住              所 氏   名 生 年 月 日 

□□□□□□□□□□ 西 村  雅 孝 □□□□□□□□□□ 

令和７年５月２９日提出 

                          木更津市長  渡 辺  芳 邦   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

木更津市区域の人権擁護委員安藤順子氏の任期満了に伴い、委員候補者の推薦依頼があったの

で、西村雅孝氏を後任の委員の候補者として法務大臣に対して推薦するため、議会の意見を求め

るものである。 
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議案第３７号 

木更津市駐車場の設置及び管理に関する条例を廃止する条例の制定について 

木更津市駐車場の設置及び管理に関する条例を廃止する条例を次のように制定する。 

令和７年５月２９日提出 

木更津市長  渡 辺  芳 邦   

木更津市条例第  号 

木更津市駐車場の設置及び管理に関する条例を廃止する条例 

木更津市駐車場の設置及び管理に関する条例（平成３年木更津市条例第２４号）は、廃止する。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 木更津市庁舎の移転に伴い、木更津駅前西口駐車場を廃止するため、条例を廃止しようとする

ものである。 

10



議案第３８号 

   特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例の制 

定について 

特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例を次のよ

うに制定する。 

令和７年５月２９日提出 

                 木更津市長  渡 辺  芳 邦   

木更津市条例第  号 

   特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例 

 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和４０年木更津市条例第８ 

号）の一部を次のように改正する。 

別表第３投票管理者の項中「１２，８００」を「１４，５００」に改め、同表期日前投票所投 

票管理者の項中「１１，３００」を「１２，８００」に改め、同表開票管理者の項及び選挙長の

項中「１１，０００」を「１２，２００」に改め、同表投票立会人の項中「１１，３００」を「 

１２，４００」に改め、同表期日前投票所投票立会人の項中「９，６００」を「１０，９００」

に改め、同表不在者投票外部立会人の項日の目中「１０，９００」を「１２，４００」に改め、

同項時間の目中「１，２８２」を「１，４５８」に、「１０，９００円」を「１２，４００円」

に改め、同表開票立会人の項及び選挙立会人の項中「１０，０００」を「１０，１００」に改め

る。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の規

定は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後その期日を告示される選挙につい

て適用し、施行日の前日までにその期日を告示された選挙については、なお従前の例による。 
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提案理由 

近年の物価の変動等を踏まえて、投票管理者、期日前投票所投票管理者、開票管理者、選挙長、

投票立会人、期日前投票所投票立会人、不在者投票外部立会人、開票立会人及び選挙立会人の報

酬額を引き上げるため、関係条文の整備をしようとするものである。 
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議案第３９号 

木更津市職員の育児休業等に関する条例及び木更津市職員の勤務時間、休日、休暇等に関

する条例の一部を改正する条例の制定について 

木更津市職員の育児休業等に関する条例及び木更津市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する

条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

令和７年５月２９日提出 

                 木更津市長  渡 辺  芳 邦   

木更津市条例第  号 

木更津市職員の育児休業等に関する条例及び木更津市職員の勤務時間、休日、休暇等に関

する条例の一部を改正する条例 

 （木更津市職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

第１条 木更津市職員の育児休業等に関する条例（平成４年木更津市条例第２号）の一部を次の

ように改正する。 

第１条中「第１９条第１項及び第２項」を「第１９条第１項から第３項まで及び第５項」に

改める。 

第１９条第２号中「及び勤務日ごとの勤務時間」を削り、「除く。」の次に「次条において

同じ。」を加える。 

第２０条の見出し中「部分休業」を「第１号部分休業」に改め、同条第１項を次のように改

める。 

育児休業法第１９条第２項第１号に掲げる範囲内で請求する同条第１項に規定する部分休

業（以下「第１号部分休業」という。）の承認は、３０分を単位として行うものとする。 

第２０条第２項中「部分休業」を「第１号部分休業」に改め、同条第３項中「部分休業」を

「第１号部分休業」に、「第６１条第３２項において読み替えて準用する同条第２９項」を「 

第６１条の２第２０項」に改める。 

第２０条の次に次の４条を加える。 

（第２号部分休業の承認） 

第２０条の２ 育児休業法第１９条第２項第２号に掲げる範囲内で請求する同条第１項に規定

する部分休業（以下「第２号部分休業」という。）の承認は、１時間を単位として行うもの

とする。ただし、次の各号に掲げる場合にあっては、それぞれ当該各号に定める時間数の第
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２号部分休業を承認することができる。 

⑴ １回の勤務に係る日ごとの勤務時間に分を単位とした時間がある場合であって、当該勤

務時間の全てについて承認の請求があったとき 当該勤務時間の時間数 

⑵ 第２号部分休業の残時間数に１時間未満の端数がある場合であって、当該残時間数の全

てについて承認の請求があったとき 当該残時間数 

（育児休業法第１９条第２項の条例で定める１年の期間） 

第２０条の３ 育児休業法第１９条第２項の条例で定める１年の期間は、毎年４月１日から翌

年３月３１日までとする。 

（育児休業法第１９条第２項第２号の人事院規則で定める時間を基準として条例で定める時

間） 

第２０条の４ 育児休業法第１９条第２項第２号の人事院規則で定める時間を基準として条例

で定める時間は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定める時間とする。 

⑴ 非常勤職員以外の職員 ７７時間３０分 

⑵ 非常勤職員 当該非常勤職員の勤務日１日当たりの勤務時間数に１０を乗じて得た時間 

（育児休業法第１９条第３項の条例で定める特別の事情） 

第２０条の５ 育児休業法第１９条第３項の条例で定める特別の事情は、配偶者が負傷又は疾

病により入院したこと、配偶者と別居したことその他の同条第２項の規定による申出時に予

測することができなかった事実が生じたことにより同条第３項の規定による変更（以下「第

３項変更」という。）をしなければ同項の職員の小学校就学の始期に達するまでの子の養育

に著しい支障が生じると任命権者が認める事情とする。 

第２１条中「職員が」の次に「育児休業法第１９条第１項に規定する」を加える。 

第２２条中「第１３条の規定は、部分休業について準用する」を「育児休業法第１９条第６

項において準用する育児休業法第５条第２項の条例で定める事由は、職員が第３項変更をした

ときとする」に改める。 

 （木更津市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部改正） 

第２条 木更津市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例（平成７年木更津市条例第１号）

の一部を次のように改正する。 

第１５条第１項中「定める者」の次に「（第１６条の３第１項において「配偶者等」という。）」

を加える。 
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第１６条の次に次の３条を加える。 

（妊娠、出産等についての申出をした職員等に対する意向確認等） 

第１６条の２ 任命権者は、木更津市職員の育児休業等に関する条例（平成４年木更津市条例

第２号）第２３条第１項の措置を講ずるに当たっては、同条の規定による申出をした職員（ 

以下この項において「申出職員」という。）に対して、次に掲げる措置を講じなければなら

ない。 

⑴ 申出職員の仕事と育児との両立に資する制度又は措置（次号において「出生時両立支援

制度等」という。）その他の事項を知らせるための措置 

⑵ 出生時両立支援制度等の請求、申告又は申出に係る申出職員の意向を確認するための措

置 

⑶ 木更津市職員の育児休業等に関する条例第２３条第１項の規定による申出に係る子の心

身の状況又は育児に関する申出職員の家庭の状況に起因して当該子の出生の日以後に発生

し、又は発生することが予想される職業生活と家庭生活との両立の支障となる事情の改善

に資する事項に係る申出職員の意向を確認するための措置 

２ 任命権者は、３歳に満たない子を養育する職員（以下この項において「対象職員」という。） 

に対して、規則で定める期間内に、次に掲げる措置を講じなければならない。 

⑴ 対象職員の仕事と育児との両立に資する制度又は措置（次号において「育児期両立支援

制度等」という。）その他の事項を知らせるための措置 

⑵ 育児期両立支援制度等の請求、申告又は申出に係る対象職員の意向を確認するための措   

 置 

⑶ 対象職員の３歳に満たない子の心身の状況又は育児に関する対象職員の家庭の状況に起

因して発生し、又は発生することが予想される職業生活と家庭生活との両立の支障となる

事情の改善に資する事項に係る対象職員の意向を確認するための措置 

３ 任命権者は、第１項第３号又は前項第３号の規定により意向を確認した事項の取扱いに当

たっては、当該意向に配慮しなければならない。 

（配偶者等が介護を必要とする状況に至った職員等に対する意向確認等） 

第１６条の３ 任命権者は、職員が配偶者等が当該職員の介護を必要とする状況に至ったこと

を申し出たときは、当該職員に対して、仕事と介護との両立に資する制度又は措置（以下こ 

の条及び次条において「介護両立支援制度等」という。）その他の事項を知らせるとともに、 
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介護両立支援制度等の請求、申告又は申出に係る当該職員の意向を確認するための面談その

他の措置を講じなければならない。 

２ 任命権者は、職員に対して、当該職員が４０歳に達した日の属する年度（４月１日から翌

年の３月３１日までをいう。）において、前項に規定する事項を知らせなければならない。 

３ 任命権者は、職員が第１項の規定による申出をしたことを理由として、当該職員が不利益

な取扱いを受けることがないようにしなければならない。 

（勤務環境の整備に関する措置） 

第１６条の４ 任命権者は、介護両立支援制度等の利用に係る請求、申告又は申出が円滑に行

われるようにするため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

⑴ 職員に対する介護両立支援制度等に係る研修の実施 

⑵ 介護両立支援制度等に関する相談体制の整備 

⑶ その他介護両立支援制度等に係る勤務環境の整備に関する措置 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年１０月１日から施行する。ただし、第１条中第２０条第３項の改正規

定（「第６１条第３２項において読み替えて準用する同条第２９項」を「第６１条の２第２０

項」に改める部分に限る。）、第２条中第１５条第１項の改正規定及び第１６条の次に次の３

条を加える改正規定（第１６条の３及び第１６条の４に係る部分に限る。）並びに附則第３項

の規定は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 地方公務員の育児休業等に関する法律の一部を改正する法律（令和７年法律第５号）による

改正後の地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０号）第１９条第２項第

２号に掲げる範囲内において、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）から令和８年

３月３１日までの間における部分休業の承認の請求をする場合における第１条の規定による改

正後の木更津市職員の育児休業等に関する条例第２０条の４の規定の適用については、同条第

１号中「７７時間３０分」とあるのは「３８時間４５分」と、同条第２号中「１０」とあるの

は「５」とする。 

３ 任命権者は、施行日前においても、第２条の規定による改正後の木更津市職員の勤務時間、

休日、休暇等に関する条例第１６条の２第２項の規定の例により、同項各号に掲げる措置を講
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ずることができる。この場合において、その講じられた措置は、施行日以後は、同項の規定に

より講じられたものとみなす。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 地方公務員の育児休業等に関する法律の一部を改正する法律（令和７年法律第５号）等の施行

に伴い、部分休業の取得方法を選択できるようにする等のため、関係条例の整備をしようとする

ものである。 

17



議案第４０号 

木更津市税条例の一部を改正する条例の制定について 

木更津市税条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

令和７年５月２９日提出 

                 木更津市長  渡 辺  芳 邦 

木更津市条例第  号 

木更津市税条例の一部を改正する条例 

  木更津市税条例（昭和３６年木更津市条例第４４号）の一部を次のように改正する。 

第１８条中「は、」の次に「公示事項（同条第２項に規定する公示事項をいう。以下この条に 

おいて同じ。）を地方税法施行規則（昭和２９年総理府令第２３号。以下「施行規則」という。）

第１条の８第１項に規定する方法により不特定多数の者が閲覧することができる状態に置く措置 

をとるとともに、公示事項が記載された書面を」を加え、「掲示して行う」を「掲示し、又は公

示事項を市の事務所に設置した電子計算機の映像面に表示したものの閲覧をすることができる状

態に置く措置をとることによつてする」に改める。 

第１８条の３中「地方税法施行規則（昭和２９年総理府令第２３号。以下「施行規則」という。）」

を「施行規則」に改める。 

第３４条の２中「又は扶養控除額」を「、扶養控除額又は特定親族特別控除額」に改める。 

第３４条の６第１項中「、金銭」を削り、同項第２号を次のように改める。 

⑵ 所得税法第７８条第２項第４号に掲げる寄附金のうち、公益信託に関する法律（令和６年

法律第３０号）第６条又は附則第４条第１項の規定により知事の認可を受けた同法第２条第

１項第１号に規定する公益信託の信託財産とするために支出した当該公益信託に係る信託事

務に関連する寄附金 

第３６条の２第１項ただし書中「）若しくは」を「）、」に改め、「扶養控除額」の次に「若

しくは特定親族特別控除額（特定親族（同条第１項第１２号に規定する特定親族をいう。第３６

条の３の２第１項第３号及び第３６条の３の３第１項において同じ。）（前年の合計所得金額が

８５万円以下であるものに限る。）に係るものを除く。）」を加える。 

第３６条の３の２第１項第３号中「扶養親族」の次に「又は特定親族」を加える。 

第３６条の３の３第１項中「者に限る。）」の次に「若しくは特定親族（退職手当等に係る所

得を有する者であつて、合計所得金額が８５万円以下であるものに限る。）」を加え、同項第３
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号中「扶養親族」の次に「又は特定親族」を加える。 

附則第３条の２の３を削る。 

附則第１４条の２の次に次の１条を加える。 

（加熱式たばこに係るたばこ税の課税標準の特例） 

第１４条の２の２ 令和８年４月１日以後に第９２条の２第１項の売渡し又は同条第２項の売渡

し若しくは消費等（次項において「売渡し等」という。）が行われた加熱式たばこ（第９２条

第１号オに掲げる加熱式たばこをいい、第９３条の２の規定により製造たばことみなされるも

のを含む。以下この条において同じ。）に係る第９４条第１項の製造たばこの本数は、同条第

３項の規定にかかわらず、当分の間、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める方法に

より換算した紙巻たばこ（第９２条第１号アに掲げる紙巻たばこをいう。以下この項及び次項

において同じ。）の本数によるものとする。 

⑴ 葉たばこ（たばこ事業法第２条第２号に規定する葉たばこをいう。）を原料の全部又は一

部としたものを紙その他これに類する材料のもので巻いた加熱式たばこ（当該葉たばこを原

料の全部又は一部としたものを施行規則附則第８条の４の２に規定するところにより直接加

熱することによつて喫煙の用に供されるものに限る。） 当該加熱式たばこの重量（フィル

ターその他の施行規則附則第８条の４の３に規定するものに係る部分の重量を除く。以下こ

の項から第３項までにおいて同じ。）の０．３５グラムをもつて紙巻たばこの１本に換算す

る方法。ただし、当該加熱式たばこの１本当たりの重量が０．３５グラム未満である場合に

あつては、当該加熱式たばこの１本をもつて紙巻たばこの１本に換算する方法 

⑵ 前号に掲げるもの以外の加熱式たばこ 当該加熱式たばこの重量の０．２グラムをもつて

紙巻たばこの１本に換算する方法。ただし、当該加熱式たばこの品目ごとの１個当たりの重

量が４グラム未満である場合にあつては、当該加熱式たばこの品目ごとの１個をもつて紙巻

たばこの２０本に換算する方法 

２ 前項の規定により加熱式たばこのうち同項第１号ただし書の規定の適用を受けるもの及び同

項第２号ただし書の規定の適用を受けるもの以外のものの重量を紙巻たばこの本数に換算する

場合における計算は、売渡し等が行われた加熱式たばこの品目ごとの１個当たりの重量に当該

加熱式たばこの品目ごとの数量を乗じて得た重量を同項各号に掲げる区分ごとに合計し、その

合計重量を紙巻たばこの本数に換算する方法により行うものとする。 

３ 前項の計算に関し、同項の加熱式たばこの品目ごとの１個当たりの重量に０．１グラム未満
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の端数がある場合には、その端数を切り捨てるものとする。 

４ 第１項第２号に掲げる加熱式たばこ（第９３条の２の規定により製造たばことみなされるも

のに限る。）のうち、次に掲げるものについては、同号ただし書の規定は、適用しない。 

⑴ 第１項第１号に掲げる加熱式たばこと併せて喫煙の用に供されるもの 

⑵ 第１項第２号に掲げる加熱式たばこ（第９３条の２の規定により製造たばことみなされる

ものを除く。）と併せて喫煙の用に供される加熱式たばこ（同条の規定により製造たばこと

みなされるものに限る。）であつて当該加熱式たばこのみの品目のもの 

      附 則 

  （施行期日） 

第１条 この条例は、令和８年１月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該

各号に定める日から施行する。 

  ⑴ 附則第１４条の２の次に１条を加える改正規定及び附則第４条の規定 令和８年４月１日 

  ⑵ 第１８条及び第１８条の３の改正規定並びに次条の規定 地方税法等の一部を改正する法

律（令和５年法律第１号）附則第１条第１２号に掲げる規定の施行の日 

  ⑶ 第３４条の６第１項の改正規定及び附則第３条の２の３を削る改正規定並びに附則第３条

第２項の規定 公益信託に関する法律（令和６年法律第３０号）の施行の日の属する年の翌

年の１月１日 

（公示送達に関する経過措置） 

第２条 この条例による改正後の木更津市税条例（以下「新条例」という。）第１８条の規定は、

前条第２号に掲げる規定の施行の日以後にする公示送達について適用し、同日前にした公示送

達については、なお従前の例による。 

  （市民税に関する経過措置） 

第３条 新条例第３４条の２及び第３６条の２第１項ただし書の規定は、令和８年度以後の年度

分の個人の市民税について適用し、令和７年度分までの個人の市民税については、なお従前の

例による。 

２ 所得税法等の一部を改正する法律（令和６年法律第８号）附則第３条第１項の規定の適用が

ある場合における新条例第３４条の６第１項（第２号に係る部分に限る。）の規定の適用につ

いては、同号中「のうち、」とあるのは「のうち」と、「関連する寄附金」とあるのは「関連

する寄附金又は所得税法等の一部を改正する法律（令和６年法律第８号）附則第３条第１項の
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規定によりなおその効力を有することとされる同法第１条の規定による改正前の所得税法第７

８条第３項に規定する特定公益信託（知事又は千葉県教育委員会が主務官庁の権限に属する事

務を行う公益信託であるものに限る。）の信託財産とするために支出した金銭であつて同項の

規定により特定寄附金とみなされるもの」とする。 

３ 令和８年度分の個人の市民税に係る申告書の提出に係る新条例第３６条の２第１項の規定の

適用については、同項ただし書中「特定親族特別控除額（特定親族（同条第１項第１２号に規

定する特定親族をいう。第３６条の３の２第１項第３号及び第３６条の３の３第１項において

同じ。）（前年の合計所得金額が８５万円以下であるものに限る。）に係るものを除く。）」

とあるのは、「特定親族特別控除額」とする。 

４ 新条例第３６条の３の２第１項の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）

以後に支払を受けるべき新条例第３６条の２第１項ただし書に規定する給与について提出する

新条例第３６条の３の２第１項及び第３項の規定による申告書について適用し、施行日前に支

払を受けるべきこの条例による改正前の木更津市税条例（以下「旧条例」という。）第３６条

の２第１項ただし書に規定する給与について提出した旧条例第３６条の３の２第１項及び第３

項の規定による申告書については、なお従前の例による。 

５ 新条例第３６条の３の３第１項の規定は、施行日以後に支払を受けるべき所得税法（昭和４

０年法律第３３号）第２０３条の６第１項に規定する公的年金等（同法第２０３条の７の規定

の適用を受けるものを除く。以下この項において「公的年金等」という。）について提出する

新条例第３６条の３の３第１項の規定による申告書について適用し、施行日前に支払を受ける

べき公的年金等について提出した旧条例第３６条の３の３第１項の規定による申告書について

は、なお従前の例による。 

（市たばこ税に関する経過措置） 

第４条 次項に定めるものを除き、附則第１条第１号に掲げる規定の施行の日前に課した、又は

課すべきであった加熱式たばこ（新条例附則第１４条の２の２第１項に規定する加熱式たばこ

をいう。次項において同じ。）に係る市たばこ税については、なお従前の例による。 

２ 令和８年４月１日から同年９月３０日までの間に、木更津市税条例第９２条の２第１項の売

渡し又は同条第２項の売渡し若しくは消費等が行われた加熱式たばこに係る同条例第９４条第

１項の製造たばこの本数は、同条第３項及び新条例附則第１４条の２の２の規定にかかわらず、

次に掲げる製造たばこの本数の合計数によるものとする。 
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⑴ 木更津市税条例第９４条第３項の規定により換算した紙巻たばこ（新条例附則第１４条の

２の２第１項に規定する紙巻たばこをいう。次号において同じ。）の本数に０．５を乗じて

計算した製造たばこの本数 

⑵ 新条例附則第１４条の２の２の規定により換算した紙巻たばこの本数に０．５を乗じて計

算した製造たばこの本数 

３ 前項各号に掲げる製造たばこの本数に１本未満の端数がある場合には、その端数を切り捨て

るものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 地方税法及び地方税法等の一部を改正する法律の一部を改正する法律（令和７年法律第７号）

等の施行に伴い、関係条文の整備をしようとするものである。 
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議案第４１号 

木更津市自転車駐車場の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

木更津市自転車駐車場の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定す

る。 

令和７年５月２９日提出 

木更津市長  渡 辺  芳 邦   

木更津市条例第  号 

木更津市自転車駐車場の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

木更津市自転車駐車場の設置及び管理に関する条例（平成１４年木更津市条例第３２号）の一

部を次のように改正する。 

別表第１木更津駅西口第１自転車駐車場の項及び木更津駅西口第２自転車駐車場の項中「富士

見１丁目」を「富士見一丁目」に改め、同表木更津駅西口第３自転車駐車場の項を削り、同表木

更津駅東口第１自転車駐車場の項、木更津駅東口第２自転車駐車場の項及び木更津駅東口第３自

転車駐車場の項中「富士見１丁目」を「富士見一丁目」に改め、同表木更津駅東口第４自転車駐

車場の項中「大和１丁目」を「大和一丁目」に改め、同表木更津駅東口第５自転車駐車場の項中

「富士見１丁目」を「富士見一丁目」に改め、同表岩根駅西口第１自転車駐車場の項中「岩根３

丁目」を「岩根三丁目」に改め、同表岩根駅東口第１自転車駐車場の項中「高砂３丁目」を「高

砂三丁目」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

木更津市庁舎の移転による木更津駅前西口駐車場の廃止に伴い、木更津駅西口第３自転車駐車

場を廃止する等のため、関係条文の整備をしようとするものである。 
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議案第４２号 

木更津市金田地域交流センターの設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例の制定

について 

木更津市金田地域交流センターの設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例を次のよう

に制定する。 

令和７年５月２９日提出 

木更津市長  渡 辺  芳 邦   

木更津市条例第  号 

木更津市金田地域交流センターの設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

木更津市金田地域交流センターの設置及び管理に関する条例（平成３０年木更津市条例第２号） 

の一部を次のように改正する。 

題名を次のように改める。 

木更津市地域交流センターの設置及び管理に関する条例 

第１条中「木更津市金田地域交流センター」を「木更津市地域交流センター」に改める。 

第２条中「次」を「別表第１」に改め、同条の表を削る。 

第３条中第６号を第８号とし、第５号を第７号とし、第４号の次に次の２号を加える。 

⑸ 協働のまちづくりに関すること。 

⑹ 学校、図書館等の教育、文化に関する諸施設との連携に関すること。 

第４条ただし書を次のように改める。 

ただし、市長は、必要と認めるときは、臨時に開館し、又は休館することができる。 

 第４条第１号を次のように改める。 

⑴ 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日（次号において「 

休日」という。）（木更津市金田地域交流センター（同号、第２０条第１項、第２１条及び

第２２条第１項において「金田交流センター」という。）を除く。） 

 第４条中第２号を第３号とし、第１号の次に次の１号を加える。 

⑵ 月曜日（その日が休日に当たるときは、その日後において、その日に最も近い休日でない

日）（金田交流センターに限る。） 

第５条ただし書中「指定管理者」を「市長」に改め、「、あらかじめ市長の承認を得て」を削

る。 
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第６条及び第７条を削る。 

第８条中「指定管理者」を「市長」に改め、同条を第６条とする。 

第９条中「指定管理者」を「市長」に改め、同条を第７条とする。 

第１０条第１項中「指定管理者」を「市長」に改め、同項第２号中「第８条第３項各号」を「 

第６条第３項各号」に改め、同条第２項中「又は指定管理者」を削り、同条を第８条とする。 

第１１条第１項及び第２項中「指定管理者」を「市長」に改め、同条第３項中「第８条」を「 

第６条」に改め、同条を第９条とする。 

第１２条の見出しを「（使用料）」に改め、同条第１項本文中「料金（以下「利用料金」とい

う。）」を「使用料」に、「指定管理者」を「市長」に改め、同項ただし書中「指定管理者」を 

「市長」に改め、同条第３項中「利用料金」を「第１項の使用料」に、「別表第１及び別表第２」 

を「別表第２及び別表第３」に改め、「の範囲内において、あらかじめ市長の承認を得て、指定

管理者が定めるもの」を削り、同条第４項を削り、同条を第１０条とする。 

第１３条の見出し中「利用料金」を「使用料」に改め、同条中「指定管理者」を「市長」に、 

「あらかじめ市長が定める基準に従い、利用料金」を「公益上その他特に必要があると認めると 

きは、使用料」に改め、「免除」の次に「（別表第２に定める陶芸用電気窯の使用料を除く。）」

を加え、同条に次の１項を加える。 

２ 使用料の減額又は免除を受けようとする利用者は、規則で定めるところにより、市長に申請

をしなければならない。 

第１３条を第１１条とする。 

第１４条の見出し及び同条第１項本文中「利用料金」を「使用料」に改め、同項ただし書中「 

指定管理者」を「市長」に、「利用料金」を「使用料」に改め、同条第２項本文中「利用料金」

を「使用料」に、「指定管理者」を「市長」に改め、同項ただし書を削り、同条を第１２条とす

る。 

 第１５条を第１３条とし、第１６条を第１４条とする。 

第１７条中「指定管理者」を「市長」に改め、同条を第１５条とする。 

第１８条中「指定管理者」を「市長」に改め、同条を第１６条とする。 

第１９条第１項中「第１０条」を「第８条」に改め、同条第２項中「指定管理者」を「市長」

に改め、同条を第１７条とする。 

第２０条を第１８条とする。 
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第２１条中「第８条第３項又は第１０条第１項」を「第６条第３項又は第８条第１項」に改め、

同条を第１９条とする。 

第２２条を第２３条とし、同条の前に次の３条を加える。 

（指定管理者による管理） 

第２０条 市長は、交流センターの設置の目的を効果的に達成するため、金田交流センターの管

理を指定管理者（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に規定する指

定管理者をいう。以下同じ。）に行わせるものとする。 

２ 前項の規定により指定管理者に管理を行わせる場合において、第４条及び第５条中「市長」

とあるのは「指定管理者」と、「認めるときは」とあるのは「認めるときは、あらかじめ市長

の承認を得て」と、第６条、第７条及び第８条第１項中「市長」とあるのは「指定管理者」と、

同条第２項中「市」とあるのは「市又は指定管理者」と、第９条第１項及び第２項、第１５条、

第１６条並びに第１７条第２項中「市長」とあるのは「指定管理者」と読み替えるものとする。 

（指定管理者が行う業務の範囲） 

第２１条 指定管理者が行う業務は、次に掲げるものとする。 

⑴ 第３条第１号から第３号まで、第７号及び第８号に規定する業務 

⑵ 金田交流センターの利用及びその制限に関する業務 

⑶ 金田交流センターの管理運営に関する業務 

⑷ 金田交流センターの施設等の維持管理に関する業務 

⑸ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める業務 

（利用料金） 

第２２条 利用者は、金田交流センターの利用に係る利用料金を許可施設等を利用する前に指定

管理者に納付しなければならない。ただし、利用前に納付することができないやむを得ない事

情があると指定管理者が認めるときは、この限りでない。 

２ 前項の場合において、１０円未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨てるものとする。 

３ 第１項の利用料金の額は、別表第４及び別表第５に定める金額の範囲内において、あらかじ

め市長の承認を得て、指定管理者が定めるものとする。 

４ 第１項の利用料金は、指定管理者の収入とする。 

５ 第１項の利用料金の減額又は免除及び返還については、第１１条及び第１２条の規定を準用

する。この場合において、第１１条の見出し中「使用料」とあるのは「利用料金」と、同条第
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１項中「市長」とあるのは「指定管理者」と、「公益上その他特に必要があると認めるときは、

使用料」とあるのは「あらかじめ市長が定める基準に従い、利用料金」と、「免除（別表第２

に定める陶芸用電気窯の使用料を除く。）」とあるのは「免除」と、同条第２項中「市長」と

あるのは「指定管理者」と、第１２条の見出し及び同条第１項本文中「使用料」とあるのは「 

利用料金」と、同項ただし書中「市長」とあるのは「指定管理者」と、「使用料」とあるのは

「利用料金」と、同条第２項中「使用料」とあるのは「利用料金」と、「市長」とあるのは「 

指定管理者」と、「ならない」とあるのは「ならない。ただし、指定管理者が申請を要しない

と認めるときは、この限りでない」と読み替えるものとする。 

別表を次のように改める。 

別表第１（第２条） 

名称 位置 

木更津市中央地域交流センター 木更津市富士見一丁目２番１号 

木更津市富来田地域交流センター 木更津市真里谷１１０番地 

木更津市岩根地域交流センター 木更津市高柳三丁目２番１号 

木更津市鎌足地域交流センター 木更津市矢那８９９番地１ 

木更津市中郷地域交流センター 木更津市井尻７８９番地 

木更津市富岡地域交流センター 木更津市下郡１７７０番地１ 

木更津市文京地域交流センター 木更津市文京二丁目６番５４号 

木更津市八幡台地域交流センター 木更津市八幡台四丁目２番１号 

木更津市東清地域交流センター 木更津市笹子４６９番地１ 

木更津市清見台地域交流センター 木更津市清見台南五丁目１番２９号 

木更津市清見台地域交流センター附属体育館 木更津市清見台南五丁目１番２９号 

木更津市畑沢地域交流センター 木更津市畑沢１０５３番地１２ 

木更津市岩根西地域交流センター 木更津市江川９３４番地１ 

木更津市西清川地域交流センター 木更津市永井作二丁目１１番１２号 

木更津市波岡地域交流センター 木更津市大久保五丁目７番１号 

木更津市桜井地域交流センター 木更津市桜井新町四丁目２番地 

木更津市金田地域交流センター 木更津市金田東六丁目１１番地１ 
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別表第２（第１０条第３項） 

種別 利用区分 単位 使用料 

木更津市中央地域交流

センター 

第１会議室 １時間当たり ４００円 

第２会議室 １時間当たり ４００円 

第３会議室 １時間当たり ４００円 

第４会議室 １時間当たり １５０円 

第５会議室 １時間当たり ３００円 

第６会議室 １時間当たり １５０円 

第７会議室 １時間当たり ６００円 

多目的ホール １時間当たり １，０００円 

    木更津市富来田地域交

流センター 

保育室 １時間当たり １５０円 

茶室 １時間当たり １５０円 

和室 １時間当たり １５０円 

会議室 １時間当たり １５０円 

第１研修室 １時間当たり ３００円 

第２研修室 １時間当たり ３００円 

調理実習室 １時間当たり ３００円 

体育室 １時間当たり ４００円 

工芸実習室 １時間当たり ４００円 

多目的ホール １時間当たり ６００円 

木更津市岩根地域交流

センター 

保育室 １時間当たり １５０円 

第１学習室 １時間当たり １５０円 

第２学習室 １時間当たり １５０円 

第３学習室 １時間当たり １５０円 

第４学習室 １時間当たり １５０円 

休養室 １時間当たり １５０円 

集会室 １時間当たり ３００円 

木更津市鎌足地域交流図書室 １時間当たり １５０円 
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センター 学習室 １時間当たり １５０円 

工作室 １時間当たり １５０円 

調理実習室 １時間当たり １５０円 

和室 １時間当たり ３００円 

研修室 １時間当たり ４００円 

陶芸用電気窯 １回の利用につき 素焼き１，２００円 

本焼き２，４００円 

    木更津市中郷地域交流

センター 

調理実習室 １時間当たり １５０円 

児童図書室 １時間当たり １５０円 

第１研修室 １時間当たり １５０円 

第２研修室 １時間当たり １５０円 

第３研修室 １時間当たり １５０円 

和室 １時間当たり １５０円 

視聴覚室 １時間当たり １５０円 

木更津市富岡地域交流

センター 

第１・第２集会室 １時間当たり ３００円 

会議室 １時間当たり １５０円 

研修室 １時間当たり １５０円 

和室 １時間当たり １５０円 

陶芸用電気窯 １回の利用につき 素焼き１，２００円 

本焼き２，４００円 

木更津市文京地域交流

センター 

保育室 １時間当たり １５０円 

学習室 １時間当たり １５０円 

休養室 １時間当たり ３００円 

集会室 １時間当たり ５００円 

木更津市八幡台地域交

流センター 

第１・第２学習室 １時間当たり １５０円 

第３学習室 １時間当たり １５０円 

調理実習室 １時間当たり １５０円 

和室 １時間当たり １５０円 
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集会室 １時間当たり ５００円 

    木更津市東清地域交流

センター 

第１研修室 １時間当たり ４００円 

第２研修室 １時間当たり １５０円 

和室 １時間当たり １５０円 

調理実習室 １時間当たり ３００円 

木更津市清見台地域交

流センター 

和室 １時間当たり １５０円 

第１研修室 １時間当たり ４００円 

第２研修室 １時間当たり １５０円 

調理実習室 １時間当たり ３００円 

集会室 １時間当たり ５００円 

    木更津市畑沢地域交流

センター 

保育室 １時間当たり １５０円 

第１学習室 １時間当たり １５０円 

第２学習室 １時間当たり １５０円 

第３学習室 １時間当たり １５０円 

調理実習室 １時間当たり １５０円 

休養室 １時間当たり １５０円 

集会室 １時間当たり ４００円 

陶芸用電気窯 １回の利用につき 素焼き１，２００円 

本焼き２，４００円 

木更津市岩根西地域交

流センター 

第１学習室 １時間当たり １５０円 

第２学習室 １時間当たり １５０円 

第３学習室 １時間当たり １５０円 

保育室 １時間当たり １５０円 

休養室 １時間当たり １５０円 

調理実習室 １時間当たり ３００円 

集会室 １時間当たり ５００円 

木更津市西清川地域交

流センター 

第１学習室 １時間当たり １５０円 

第２学習室 １時間当たり １５０円 
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第３学習室・調理実習

室 

１時間当たり ３００円 

第４学習室 １時間当たり １５０円 

保育室 １時間当たり １５０円 

休養室 １時間当たり ３００円 

集会室 １時間当たり ４００円 

陶芸用電気窯 １回の利用につき 素焼き１，２００円 

本焼き２，４００円 

    木更津市波岡地域交流

センター 

第１学習室 １時間当たり １５０円 

第２学習室 １時間当たり １５０円 

第３学習室 １時間当たり １５０円 

休養室 １時間当たり ３００円 

調理実習室 １時間当たり ３００円 

集会室 １時間当たり ５００円 

木更津市桜井地域交流

センター 

第１学習室 １時間当たり １５０円 

第２学習室 １時間当たり １５０円 

第３学習室 １時間当たり １５０円 

保育室 １時間当たり １５０円 

休養室 １時間当たり ３００円 

調理実習室 １時間当たり ３００円 

集会室 １時間当たり ５００円 

備考 

１ 市内に住所を有する者又は市の区域内に事務所若しくは事業所を有する個人若しくは法

人その他の団体（以下「住民等」という。）でないものが利用する場合の使用料は、利用

区分に応じてこの表に規定する使用料（陶芸用電気窯を除く。以下この表において「規定

使用料」という。）にその５割に相当する額を加算した額とする。 

２ 利用時間に１時間未満の端数があるときは、これを１時間に切り上げて計算する。 

３ 利用者が、入場料その他これに類する料金（以下「入場料」という。）を徴収する場合
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の使用料は、規定使用料に、次に掲げる入場料の額の区分に応じ、それぞれ当該各号に定

める割合を乗じて得た額を加算した額とする。ただし、２種類以上の入場料を徴収する場

合は、当該徴収する額の最高額をその入場料として、使用料を算出するものとする。 

⑴ １，０００円以下の額 ５割 

  ⑵ １，０００円を超え５，０００円以下の額 １０割 

⑶ ５，０００円を超える額 １５割 

４ 営利又は営業（以下「営利等」という。）の目的で利用する場合の使用料は、規定使用

料にその１０割に相当する額を加算した額とする。 

５ 展示（営利等の目的で利用する場合を除く。）の用途に供する場合の使用料は、規定使

用料の５割に相当する額とする。 

別表第３（第１０条第３項） 

種別 利用区分 単位 使用料 

木更津市清見台地

域交流センター附

属体育館 

アマチュアスポーツに利用する場合 １時間当たり ９００円 

その他の場合 １時間当たり ３，１００円 

備考 

１ 住民等でないものが利用する場合の使用料は、利用区分に応じてこの表に規定する使用

料（以下この表において「規定使用料」という。）にその５割に相当する額を加算した額

とする。 

２ 利用時間に１時間未満の端数があるときは、これを１時間に切り上げて計算する。 

３ 利用者が、入場料を徴収する場合の使用料は、規定使用料に、次に掲げる入場料の額の

区分に応じ、それぞれ当該各号に定める割合を乗じて得た額を加算した額とする。ただし、

２種類以上の入場料を徴収する場合は、当該徴収する額の最高額をその入場料として、使

用料を算出するものとする。 

⑴ １，０００円以下の額 ５割 

⑵ １，０００円を超え５，０００円以下の額 １０割 

⑶ ５，０００円を超える額 １５割 

４ 営利等の目的で利用する場合の使用料は、規定使用料にその１０割に相当する額を加算

した額とする。 
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別表第４（第２２条第３項） 

種別 利用区分 単位 利用料金 

木更津市金田地域交流

センター 

多目的ホール １時間当たり １，５００円 

イベントスペース１ １時間当たり ５００円 

イベントスペース２ １時間当たり ５００円 

ワークショップ室１ １時間当たり １５０円 

ワークショップ室２ １時間当たり １５０円 

調理室 １時間当たり ４００円 

研修室１ １時間当たり １５０円 

研修室２ １時間当たり １５０円 

会議室１ １時間当たり ２５０円 

会議室２ １時間当たり ２５０円 

会議室３ １時間当たり ２５０円 

和室１ １時間当たり ２００円 

和室２ １時間当たり ２００円 

コワーキングスペース

（１人１席利用） 

１時間当たり ５０円 

ギャラリースペース １日当たり １，０００円 

備考 

１ 住民等でないものが利用する場合の利用料金は、利用区分に応じてこの表に規定する利

用料金（以下この表において「規定利用料金」という。）にその５割に相当する額を加算

した額とする。 

２ 利用時間に１時間未満の端数があるときは、これを１時間に切り上げて計算する。 

３ 利用者が、入場料を徴収する場合の利用料金は、規定利用料金に、次に掲げる入場料の

額の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める割合を乗じて得た額を加算した額とする。た

だし、２種類以上の入場料を徴収する場合は、当該徴収する額の最高額をその入場料とし

て、利用料金を算出するものとする。 

⑴ １，０００円以下の額 ５割 
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  ⑵ １，０００円を超え５，０００円以下の額 １０割 

⑶ ５，０００円を超える額 １５割 

４ 営利等の目的で利用する場合（コワーキングスペース（１人１席利用）を利用する場合

を除く。）の利用料金は、規定利用料金にその１０割に相当する額を加算した額とする。 

５ 展示（営利等の目的で利用する場合を除く。）の用途に供する場合の利用料金は、規

定利用料金の５割に相当する額とする。 

別表第５（第２２条第３項） 

種別 利用区分 単位 利用料金 

木更津市金田地域交流

センター 

多目的ホール用グランド

ピアノ 

１回当たり ３，０００円 

備考 

 １ 利用料金には、調律を含まない。 

 ２ 調律は、利用者の負担とする。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和８年４月１日から施行する。ただし、附則第３項の規定は、公布の日から

施行する。 

（木更津市立公民館設置及び管理運営条例及び木更津市立市民学習会館等の設置及び管理に関

する条例の廃止） 

２ 次に掲げる条例は、廃止する。 

 ⑴ 木更津市立公民館設置及び管理運営条例（昭和３２年木更津市条例第２９号） 

 ⑵ 木更津市立市民学習会館等の設置及び管理に関する条例（昭和５１年木更津市条例第６号） 

（施行前の準備） 

３ この条例による改正後の木更津市地域交流センターの設置及び管理に関する条例の規定によ

る申請の手続、利用料金の決定の手続その他必要な準備行為は、この条例の施行の日（以下「 

施行日」という。）前においても行うことができる。 

（経過措置） 

４ 施行日前に附則第２項の規定による廃止前の木更津市立公民館設置及び管理運営条例若しく

は木更津市立市民学習会館等の設置及び管理に関する条例又はこの条例による改正前の木更津
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市金田地域交流センターの設置及び管理に関する条例の規定によりなされた使用又は利用の許

可に係る使用料又は利用料金の減額若しくは免除又は返還については、なお従前の例による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 市民の自主的な活動の場を提供することにより、市民相互の交流の促進及び地域コミュニティ

の活性化を図るため、公民館、市民学習会館及びコミュニティセンターを廃止し、木更津市地域

交流センターとして設置することに伴い、関係条文の整備をしようとするものである。 
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議案第４３号 

   原子力発電所の事故に起因する損害に対する和解について 

 市は、次のとおり和解する。 

  令和７年５月２９日提出 

                          木更津市長  渡 辺  芳 邦   

１ 和 解 額  ４，１１８，４１３円 

２ 和解の相手方  東京都千代田区内幸町一丁目１番３号 

          東京電力ホールディングス株式会社 

          代表執行役社長 小早川 智明 

３ 和解の理由   東日本大震災による原子力発電所の事故により放射性物質が拡散した。 

           これにより、市は、食用イノシシ肉の安全確認を行うための全頭検査に

係る検査機器維持管理費（令和５年度分２８４，９００円）、同検査職員

の対応費（令和５年度分３，７９９，４２３円）及び同職員の通信費（令

和５年度分３４，０９０円）として、４，１１８，４１３円を支出した。 

           原子力損害賠償責任は、原則として原子力事業者の無過失責任であるこ

とから、上記和解額を相手方が市に支払い、和解の理由に記載した費用（

損害）の部分に限り、和解する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 原子力発電所の事故に起因する損害に対する和解について、地方自治法（昭和２２年法律第６

７号）第９６条第１項第１２号の規定により、議会の議決を得ようとするものである。 
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議案第４４号 

   工事請負変更契約の締結について 

 市は、次のとおり工事請負変更契約を締結する。 

  令和７年５月２９日提出 

木更津市長  渡 辺  芳 邦  

１ 工 事 名  波岡中学校校舎長寿命化及びトイレ改修等工事（建築） 

２ 工 事 場 所  木更津市大久保三丁目９番１号 

３ 工 事 概 要  建物概要 

           校舎棟 鉄筋コンクリート造３階建て 延べ面積４，５７１㎡ 

          工事概要 

           長寿命化工事 

            屋上防水、外壁改修、建具改修、設備・電気等のライフラインの更新 

に伴う改修 

           トイレ改修 

            和式を洋式へ全面改修、多目的トイレ（１室）の設置 

４ 契 約 金 額  変更前 ５３１，１４４，９００円（消費税及び地方消費税の額を含む。） 

          変更後 ５３７，９１５，４００円（消費税及び地方消費税の額を含む。） 

５ 契約の相手方  木更津市幸町一丁目１番６号 

日建株式会社 

          代表取締役 有路 恵里奈 

 

 

 

 

提案理由 

 令和６年９月２７日に可決され変更契約をした波岡中学校校舎長寿命化及びトイレ改修等工事

（建築）について工事請負契約の変更契約の締結をするにあたり、議会の議決に付すべき契約及

び財産の取得又は処分に関する条例（昭和３９年木更津市条例第９号）第２条の規定により、議

会の議決を得ようとするものである。 

37



議案第４５号 

   工事請負変更契約の締結について 

 市は、次のとおり工事請負変更契約を締結する。 

  令和７年５月２９日提出 

                          木更津市長  渡 辺  芳 邦 

１ 工 事 名  消防署富来田分署建設工事（建築） 

２ 工 事 場 所  木更津市真里谷１５６番地 

３ 工 事 概 要  新築工事 

          分署棟 鉄筋コンクリート造２階建て 延べ面積７５９．２１㎡ 

          発電機室棟 鉄筋コンクリート造平屋建て 延べ面積３６．００㎡ 

         解体工事 

           既存分署 木造一部コンクリートブロック造２階建て 延べ面積６１４．

８４㎡ 

           既存カーポート 鉄骨造平屋建て 延べ面積４２．４０㎡ 

           既存車庫 鉄骨造平屋建て 延べ面積９９．９０㎡ 

４ 契 約 金 額  変更前 ４６８，３５８，０００円（消費税及び地方消費税の額を含む。） 

          変更後 ４８２，６９４，３００円（消費税及び地方消費税の額を含む。） 

５ 契約の相手方  木更津市幸町一丁目１番６号 

          日建株式会社 

          代表取締役 有路 恵里奈 

 

 

 

 

提案理由 

令和７年２月１８日に可決された消防署富来田分署建設工事（建築）について工事請負契約の

変更契約の締結をするにあたり、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条

例（昭和３９年木更津市条例第９号）第２条の規定により、議会の議決を得ようとするものであ

る。 
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議案第４６号 

   市道路線の認定について 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第１項の規定により、木更津市道路線を次のとお

り認定する。 

  令和７年５月２９日提出 

木更津市長  渡 辺  芳 邦 

整理 

番号 
路 線 名  

起 点 

終 点 

１ 
市  道 
２５５５ 
号  線 

長須賀字上越戸２１６０番地先 

長須賀字上越戸２１５６番２地先 

２ 
市  道 
１４５３ 
号  線 

牛込字八王子５７９番８地先 

牛込字八王子５７９番７地先 

３ 
市  道 
２５５６ 
号  線 

長須賀字町田前５４０番１地先 

長須賀字町田前５４０番４地先 

４ 
市  道 
６６６６ 
号  線 

清見台南四丁目７番７地先 

清見台南四丁目７番１４地先 

５ 
市  道 
６６６７ 
号  線 

清見台南四丁目７番２３地先 

清見台南四丁目７番３０地先 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 開発行為により築造された道路を市道に認定するため、道路法（昭和２７年法律第１８０号）

第８条第２項の規定により、議会の議決を得ようとするものである。 
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